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第９章 指定官庁による検査 

（特許法第１８４条の２０第１項（実用新案法第４８条の１６）の申出） 

受理官庁が国際出願日を認めることを拒否した場合若しくは国際出願が取り下げられたも

のとみなす旨を宣言した場合、又は国際事務局が特許協力条約第１２条（3）の規定により所

定の期間内に記録原本を受理しなかったと認定した場合（国際出願は取り下げられたものとみ

なされます。）、または、受理官庁がいずれかの国の指定は取り下げられたものとみなす旨を

宣言した場合について、国際出願の出願人は、その拒否、宣言、又は認定に不服がある場合に

各指定官庁に対し、受理官庁、国際事務局の行った拒否、宣言、又は認定が条約及び条約に基

づく規則に照らし正当か否かについて決定を求めることができます。 

指定官庁がそれらの拒否、宣言、又は認定が正当でない旨の決定をした場合には、当該国際

出願は当該指定官庁に係る国における効果に関する限り、そのような過失の結果が生じなかっ

たものとして取り扱われます。                       （条２５） 

※以上の規定を受け、特許法第１８４条の２０を設け日本国指定官庁においても、出願人

の申出により検査を行います。ただし、条約第４８条（遵守されなかった期間）、規則第８

２の２（特定の期間が遵守されなかったことによる遅滞についての指定国又は選択国の許

容）については、これを受ける国内法令を設けていないため認められません。 

 

１．拒否、宣言、認定 

（１）受理官庁による拒否、宣言 

① 国際出願日を認めることの拒否                （規２０.４） 

② 国際出願が取り下げられたものとみなす旨の宣言 

           （条１４（1）（b）、同（3）（a）、同（4）、規２６.５） 

③ 指定国の指定が取り下げられたものとみなす旨の宣言    （条１４（3）（b）） 

 

（２）国際事務局による認定 

所定の期間内に記録原本を受け取っていないことの認定       （条１２（3）） 

 

２．出願人等への通知 

（１）受理官庁により拒否、宣言が行われた場合に受理官庁は、その旨を出願人、国際事務局

に通知します。               （規２０.４（i）･（ii）、規２９.１） 

 

（２）受理官庁が国際出願、指定国の指定を取り下げたものとみなす旨の宣言をした場合に国

際事務局は、指定官庁にその旨を通知します。             （規２９.１） 
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（３）国際事務局の認定のうち特定の場合に国際事務局は、出願人、受理官庁にその旨を通知

します。                             （規２２.１（c）） 

 

３．出願人による送付請求 

出願人は、拒否、宣言又は認定の通知の日から２月以内に当該通知の写しを添付して、

当該出願に関する書類を出願人が特定した指定官庁に送付することを国際事務局に請求

することができます。      （条２５（1）（a）･（b）、規５１.１、規５１.２） 

 

４．特許法第１８４条の２０第１項（実用新案法第４８条の１６）の申出 

国際出願の出願人は、日本国を指定している国際出願について、上記の拒否、宣言又は

認定がされたときは、所定の期間内に特許庁長官に条約第２５条(2)(a)に規定する決定を

すべき旨の申出をすることができます。 

 

（１）申出の期間 

宣言、拒否又は認定が出願人に通知された日から２月以内。 

                       （特施３８の７、実施１６） 

（２）申出の手数料 

申出書１件について 

① 国際特許出願     １４，０００円  （特１９５（2）、手数料令１（2）⑤） 

② 国際実用新案登録出願 １４，０００円  （実５４（2）、手数料令２（2）③） 

手数料の納付は、特許印紙によるときは、「特許協力条約第２５条の規定による検査の

申出書」に特許印紙（消印しないでください。）を貼付し、現金による場合には、納付済

証（特許庁提出用）を添付して行います。 

 

（３）申出書の記載要領 

申出書は、「特許協力条約第２５条の規定による検査の申出書」（特施様式５５（特施

３８の８）、又は実施様式１２（実施１７））により作成します。 

なお、検査の申出は特定手続の対象となっていないので書面手続となります。 

① 【国際出願番号】の欄は、「ＰＣＴ／ＵＳ２０○○／０１２３４５」のように国

際出願番号を記載し、国際出願番号が通知されていないときは、その国際出願の

提出年月日及び書類記号（願書に記載されている場合に限る。）を記載するか、

又は、「別添願書写しの通り」と記載し、当該国際出願の願書の写しを添付しま

す。 

                 （特施様式５５備考１、実施様式１２備考２） 

② 【申出の趣旨】の欄は、拒否、宣言又は認定のいずれかに係る申出であるかを記載
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します。             （特施様式５５備考３、実施様式１２備考４） 

（４）外国語でされた国際出願の場合の翻訳文 

申出に際しては、以下の翻訳文を提出しなければなりません。 

  （特１８４の２０（2）、実４８の１６（2）） 

① 明細書 

② 請求の範囲 

③ 図面（図面の中の説明に限る。） 

④ 要約 

⑤ その他経済産業省令で定める国際出願に関する書類        （特施３８の９） 

ａ  出願人が受理官庁又は国際事務局に提出した書類 

ｂ  受理官庁又は国際事務局が行った処分に関する書類 

 

（５）補正指令 

申出の手続に方式上の瑕疵が発見されたり、手数料が納付されていない等の場合には、

特許庁長官は、申出人に対して期間を指定して補正を行うよう求めます。 

（特１７（3）、実２の２（4）） 

 

（６）補正されない場合 

補正指令に対して指定期間内に適正な補正が行われなかった場合には、特許庁長官は当

該申出の手続を却下することになります。            （特１８、実２の３） 

 

５．決定 

特許庁長官は検査の申出があったときは、申出に係る拒否、宣言又は認定が条約及び条

約に基づく規則に照らして正当であるか否かの決定をします。 

           （条２５（2）（a）、特１８４の２０（3）、実４８の１６（3）） 

 

（１）正当でない旨の決定 

拒否、宣言又は認定が条約・規則の規定に照らして正当でない旨の決定を特許庁長官が

したときは、当該国際出願についてその拒否、宣言又は認定がなかったものとした場合に

おいて国際出願日となったものと認められる日にされた特許出願（実用新案登録出願）と

みなされます。             （特１８４の２０（4）、実４８の１６（4）） 

 

（２）正当である旨の決定 

拒否、宣言又は認定が、条約・規則の規定に照らして正当である旨の決定を特許庁長官

がした場合には、当該国際出願は特許出願とはみなされません。 
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（検査の申出書の記載例） 

【書類名】  特許協力条約第２５条の規定による検査の申出書 

（【提出日】 令和○○年○○月○○日） 

【あて先】  特許庁長官          殿 

【国際出願番号】   ＰＣＴ／ＵＳ２０○○／０１２３４５ （注２） 

【発明者】 （注３） 

【住所又は居所】 アメリカ合衆国 ニューヨーク州 １０５６６  コ－トラン 

ツ マンナ ミリングトン ロード５００ 

【氏名】     エルビス・ウォルター・ジョセフ 

【申出人】 

【識別番号】   ３００００４３４２ 

【氏名又は名称】 パテマル・コーポレーション 

【代理人】 

【識別番号】   １００００１２３４ 

【弁理士】 

【氏名又は名称】 国際  太郎 

（【納付年分】 第１年分から第 年分） （注４） 

【拒否（宣言、認定）の通知を受けた日】      ２０○○年○○月○○日 

【国際事務局へ国際出願の写しの送付を請求した日】 ○○○○年○○月○○日 

【申出の趣旨】 （注５） 

【申出の理由】 

【提出物件の目録】 

【物件名】    国際出願の翻訳文      １ 

特許の場合は特許法施行規則第３８条の８（様式５５）により、実用新案の場合は実用新

案法施行規則第１７条（様式１２）により作成してください。 

 

（注１）手数料の納付は、特許印紙によるときは、特許協力条約第２５条の規定による検査の

申出書に特許印紙（消印しないでください。）を貼付し、現金による場合には、納付済証

（特許庁提出用）を添付して行います。 

（注２）【国際出願番号】の欄は、「ＰＣＴ／ＵＳ２０○○／０１２３４５」のように国際出

願番号を記載し、国際出願番号が通知されていないときは、その国際出願の提出年月日及

び書類記号（願書に記載されている場合に限る。）を記載するか、又は、「別添願書写し

の通り」と記載し、当該国際出願の願書の写しを添付します。  

（注３）実用新案の場合は、【考案者】とします。 

（注４）【納付年分】は実用新案の場合のみ、欄を設けて記載してください。 
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（注５）【申出の趣旨】の欄は、拒否、宣言又は認定のいずれかに係る申出であるかを記載し

ます。 
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